（参考様式）
（参考様式）                                                     　 記載例２ 
支援業務に係る事業計画書
事業期間：　年　月　日　～　　年　月　日

	支援業務の概要及び実施の方法に関する事項　※１

	法第６２条第１号
家賃の債務保証

業務規程認可年月日
令和　年　月　日
	業務を行う区域
	

	
	要配慮者の範囲
・予定人数
	

	
	業務の内容　※２
	

	
	事業予算額
	

	法第６２条第２号
住宅確保要配慮者に対する情報の提供、相談等
	業務を行う区域
	

	
	要配慮者の範囲
・予定人数
	

	
	業務の内容　※２


	

	
	事業予算額
	

	法第６２条第３号
入居者に対する情報の提供、相談等
	業務を行う区域
	

	
	要配慮者の範囲
・予定人数
	

	
	業務の内容　※２


	

	
	事業予算額
	

	法第６２条第４号
賃貸人に対する情報の提供等
	業務を行う区域
	

	
	業務の内容　※２
	

	
	事業予算額
	

	法第６２条第５号
残置物処理等



業務規程認可年月日
令和　年　月　日
	業務を行う区域
	

	
	要配慮者の範囲
・予定人数
	

	
	業務の内容　※２


	

	
	事業予算額
	

	法第６２条第６号
前各号に附帯する業務
	業務を行う区域
	

	
	要配慮者の範囲
・予定人数
	

	
	業務の内容　※２
	

	
	事業予算額
	

	事業予算額合計 ※３
	



	地方公共団体並びに住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に資する活動を行う者及び住宅確保要配慮者の福祉に関する活動を行う者との連携に関する事項

	







	支援業務に係る人材の確保及び資質の向上に関する事項

	







【記載にあたっての留意点】
・　行が不足する場合は、行を追加してください。
※１定款及び登記事項証明書に記載されている支援業務について記載すること。また、実施しない業務は、斜線を入れる等明確にすること。
※２住宅確保要配慮者から対価を得て支援業務を行う場合においては、当該業務の内容、対価及び提供の条件について記載すること。
※３事業予算額合計は各事業予算額の合計とし、収支予算書と整合させること。
